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[bookmark: _Toc283058478][bookmark: _Toc283209715][bookmark: _Toc284604488][bookmark: _Toc204703442]　提出書類作成要領
1. 「第２　提出資料一覧」に示す資料のうち、２～４の提出書類を指し、「提案書類」という。また、３及び４を指し、「提案書等」という。
2. 提出書類は、各様式で指示の用紙サイズ（片面）で作成すること。
3. 提出書類は、各様式に指定する枚数を厳守すること。
4. 提案書等は、企業名が特定されないよう企業名、住所、企業を特定できるマーク（社章）、実績等、企業名を類推できる表記は記載しないこと。
5. 造語、略語は、一般用語・専用用語を用いて初出の箇所に定義を記述すること。
6. 他の様式や補足資料に関連する事項が記載されているなど、参照が必要な場合には、該当する様式番号、頁等を適宜記入すること。
7. 必要に応じて文章を補足・説明する図・表・写真を入れること。
8. 提出書類で使用する文字は原則10.5ポイント以上とすること。なお、図・表・写真の文字についてはこの限りではないが、文字が十分に読みとれる程度とすること。
9. 必要に応じてカラー表現をすること。
10. 図面集の縮尺については、指定したものを基本とするが、必要に応じて変更することも可とする（変更した場合には、変更後の縮尺を明記すること）。
11. ２（入札参加資格審査に関する提出書類）のうち、提出部数が３となっている書類については、正本1部及び副本２部とすること。
12. ３（サービス対価等に関する提出書類）のうち、提出部数が８となっている書類については、正本1部及び副本７部とすること。
13. 提案書等は、A4版（様式4-1～4-26）・A3版(様式3－1～3－17、5－1～5－21) それぞれ様式の順にファイル又はバインダーに綴じること。また、表紙及び中表紙ごとにインデックスタイトルを付け、表面と背表紙に「西諫早団地建替事業」と記載すること。
14. 提案書類提出時には、提案書類と同じ内容を保存したＣＤ-Ｒを２枚提出すること（様式3－１～3－17は、計算の数式や他のシートとのリンクを残したままとし、一つのExcelファイルで提出すること）。また、ＣＤ-Ｒには、上段に「西諫早団地建替事業」、下段に「代表企業名」「提出日」を明記し、任意の封筒に入れ封印し提出すること。
15. 提出書類はMicrosoft社のWordおよびExcel（ともにVer.2013からVer.2024）により作成すること。
16. サービス対価入札価格及び余剰地活用価格（以下、「入札価格等」という。）は、物価変動を除いた額とすること。



[bookmark: _Toc204703443]　提出書類一覧
[bookmark: _Toc204703444]入札説明書等に関する提出書類
	書類名称
	様式
	提出部数
	書式ｻｲｽﾞ
	ﾌｧｲﾙ形式

	直接対話　参加申込書
	1-1
	1
	A4
	Word

	入札説明書等に関する質問・意見書
	1-2
	1
	A4
	Excel




[bookmark: _Toc204703445]入札参加資格審査に関する提出書類

	書類名称
	様式
	提出部数
	書式ｻｲｽﾞ
	ﾌｧｲﾙ形式

	入札参加表明書
	2－1
	３
	A4
	Word

	委任状
	2－2
	３
	A4
	Word

	入札参加資格審査申請書
	2－3
	３
	A4
	Word

	入札保証金免除に関する誓約書
	2－4
	３
	A4
	Word

	資本的関係・人的関係調書
	2－5
	３
	A4
	Word

	設計実績調書
	2－6
	設計企業毎に３部
	A4
	Word

	配置予定技術者等調書（設計）
	2－7
	
	A4
	Word

	建設工事実績調書
	2－8
	建設企業毎に３部
	A4
	Word

	配置予定技術者等調書（建設主体工事）
	2－9
	
	A4
	Word

	配置予定技術者等調書（電気設備工事）
	2－10
	
	A4
	Word

	配置予定技術者等調書（機械設備工事）
	2－11
	
	A4
	Word

	解体工事実績調書
	2－12
	解体企業毎に３部
	A4
	Word

	配置予定技術者等調書（解体工事）
	2－13
	
	A4
	Word

	工事監理実績調書
	2－14
	工事監理企業毎に３部
	A4
	Word

	配置予定技術者等調書（工事監理）
	2－15
	
	A4
	Word

	維持管理・運営実績調書
	2－16
	維持管理・運営企業毎に３部
	A4
	Word

	余剰地活用の運営実績調書
	2－17
	余剰地活用企業毎に３部
	A4
	Word

	その他企業に関する資格
	2－18
	その他企業毎に３部
	A4
	Word

	入札辞退届
	2－19
	1
	A4
	Word




[bookmark: _Toc204703446]サービス対価等に関する提出書類

	書類名称
	様式
	提出部数
	書式ｻｲｽﾞ
	ﾌｧｲﾙ形式

	入札書
	3－1
	１
	A4
	Excel

	入札価格等総括表
	3－2
	８
	A3
	Excel

	年度別サービス対価の内訳書
	3－3
	８
	A3
	Excel

	サービス対価Aの内訳及び算定根拠
	3－4
	８
	A3
	Excel

	余剰地活用価格の内訳
	3－5
	８
	A3
	Excel

	サービス対価Bの内訳及び算定根拠
	3－6
	８
	A3
	Excel

	建替住宅提案概要
	3－7
	８
	A3
	Excel

	民間提案施設提案概要
	3－8
	８
	A3
	Excel

	工程表
	3－9
	８
	A3
	Excel

	長期修繕計画
	3－10
	８
	A3
	Excel

	自主事業の企画案
	3－11
	８
	A3
	Excel

	資金調達計画書（特定事業）
	3－12
	８
	A3
	Excel

	長期収支計画書（特定事業）
	3－13
	８
	A3
	Excel

	初期投資額見積書（付帯事業）
	3－14
	８
	A3
	Excel

	施設竣工後にかかる費用見積書（付帯事業）
	3－15
	８
	A3
	Excel

	資金調達計画書（付帯事業）
	3－16
	８
	A3
	Excel

	長期収支計画書（付帯事業）
	3－17
	８
	A3
	Excel




[bookmark: _Toc204703447]提案書に関する提出書類
　　提出部数は正1部、副７部とする。なお、提案書全体の表紙及び中表紙は様式番号は付けず、下表のとおり所定の箇所に挿入すること。
	書類名称
	様式
	枚数
	書式ｻｲｽﾞ
	ﾌｧｲﾙ形式

	要求水準に関する誓約書
	4－1
	1
	A4
	Word

	西諫早団地建替事業提案書（表紙）
	－
	1
	A4
	Word

	事業計画
	事業計画に関する提案書（中表紙）
	－
	1
	A4
	Word

	
	事業実施体制、安定性等に関する提案
	4－2
	2
	A4
	Word

	
	事業収支、リスク管理等に関する提案
	4－3
	1
	A4
	Word

	
	地域経済、地域社会貢献への配慮に関する提案
	4－4
	1
	A4
	Word

	
	全体の調和に関する提案
	4－5
	1
	A4
	Word

	建替住宅計画
	建替住宅計画に関する提案書（中表紙）
	－
	1
	A4
	Word

	
	全体計画、配置計画に関する提案
	4－6
	2
	A4
	Word

	
	住棟・住戸計画に関する提案
	4－7
	2
	A4
	Word

	
	子育て世代等への対応に関する提案
	4－8
	1
	A4
	Word

	
	安全・防犯への配慮に関する提案
	4－9
	1
	A4
	Word

	
	環境負荷の低減に関する提案
	4－10
	1
	A4
	Word

	改修住宅計画
	改修住宅計画に関する提案書（中表紙）
	－
	1
	A4
	Word

	
	住棟・住戸計画に関する提案
	4－11
	2
	A4
	Word

	
	子育て世代等への対応に関する提案
	4－12
	1
	A4
	Word

	
	環境負荷の低減に関する提案
	4－13
	1
	A4
	Word

	施工計画
	施工計画に関する提案書（中表紙）
	－
	1
	A4
	Word

	
	施工計画、実施体制等に関する提案
	4－14
	2
	A4
	Word

	
	施工中の安全確保等に関する提案
	4－15
	2
	A4
	Word

	維持管理・運営計画
	維持管理・運営計画に関する提案書（中表紙）
	－
	1
	A4
	Word

	
	業務実施計画、体制等に関する提案
	4－16
	1
	A4
	Word

	
	維持管理・運営内容に関する提案
	4－17
	2
	A4
	Word

	
	長期的な維持管理への配慮に関する提案
	4－18
	1
	A4
	Word

	入居者移転支援計画
	余剰地活用計画に関する提案書（中表紙）
	－
	1
	A4
	Word

	
	業務実施計画、体制等に関する提案
	4－19
	1
	A4
	Word

	
	入居者移転支援内容に関する提案
	4－20
	1
	A4
	Word

	余剰地活用計画
	余剰地活用計画に関する提案書（中表紙）
	－
	1
	A4
	Word

	
	余剰地活用方針に関する提案
	4－21
	1
	A4
	Word

	
	業務実施計画、体制等に関する提案
	4－22
	1
	A4
	Word

	
	用途及び配置計画に関する提案
	4－23
	2
	A4
	Word

	
	安全・防犯への配慮に関する提案
	4－24
	1
	A4
	Word

	
	環境負荷の低減に関する提案
	4－25
	1
	A4
	Word

	自主事業
	自主事業に関する提案書（中表紙）
	－
	1
	A4
	Word

	
	自主事業に関する提案
	4－26
	2
	A4
	Word

	図面集
	図面集（中表紙）
	－
	1
	A3
	PDF

	
	西諫早団地全体土地利用・建物配置図
	5－1
	1
	A3
	PDF

	
	建替住宅設計概要書
	5－2
	1
	A3
	PDF

	
	建替住宅仕上表、集会所仕上表
	5－3
	1
	A3
	PDF

	
	建替住宅全体配置図
	5－4
	1
	A3
	PDF

	
	建替住宅断面図（建替住宅敷地全体）
	5－5
	任意
	A3
	PDF

	
	建替住宅立面図（建替住宅敷地全体）
	5－6
	任意
	A3
	PDF

	
	建替住宅外観透視図（鳥瞰・目線）
	5－7
	2
	A3
	PDF

	
	建替住宅配置図兼1階平面図
・基準階平面図、集会所平面図
	5－8
	任意
	A3
	PDF

	
	建替住宅断面図、集会所断面図
	5－9
	任意
	A3
	PDF

	
	建替住宅立面図、集会所立面図
	5－10
	任意
	A3
	PDF

	
	建替住宅住戸タイプ配置図
	5－11
	1
	A3
	PDF

	
	建替住宅各住戸タイプ平面図
	5－12
	任意
	A3
	PDF

	
	建替住宅の公営住宅等整備基準適合チェックリスト
	5－13
	1
	A3
	PDF

	
	改修住宅設計概要書、仕様書
	5－14
	1
	A3
	PDF

	
	改修住宅全体配置図
	5－15
	1
	A3
	PDF

	
	改修住戸平面図
	5－16
	任意
	A3
	PDF

	
	改修住宅断面図（改修住宅敷地全体）
	5－17
	任意
	A3
	PDF

	
	改修住宅立面図（改修住宅敷地全体）
	5－18
	任意
	A3
	PDF

	
	余剰地での民間提案施設配置図兼1階平面図・各階平面図
	5－19
	任意
	A3
	PDF

	
	余剰地での民間提案施設断面図・立面図
	5－20
	任意
	A3
	PDF

	
	施工計画図
	5－21
	任意
	A3
	PDF
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[bookmark: _Toc204703448]（様式1-1）　直接対話　参加申込書

長崎県　土木部　住宅課　宛

令和　　年　　月　　日
西諫早団地建替事業　直接対話　参加申込書
	参加者名（法人名）
	

	参加者所在地
	

	連絡担当者
	所属企業者名
部署・役職
	

	
	氏名
	

	
	E-mail
	

	
	TEL
	

	希望日
(入札説明書等に関する対話）
	参加可能な時間帯（参加可能な日程すべてに○を記入してください）

	令和７年８月18日（月）
	10～12時（　）、13～17時（　）、何時でも可（　）
	リモート対応
	

	令和７年８月20日（水）
	13～17時（　）、何時でも可（　）
	
	

	対話参加予定者　氏名
	所属法人名・部署・役職

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


※入札説明書等に関する対話は、本様式にて申込みすること。
※対話への参加を希望するグループごとに提出すること。
※連絡先担当者は、対話日時の連絡をとれる方1名とすること。
※対話希望日は、本参加申込書受信後に調整のうえ、実施日時及び場所をＥメールにて連絡する。
※会場の都合上、参加人数を１グループ5名以内とする。参画事業者が多岐に渡る等、やむを得ず参加人数が5名を超える場合には、事前に県に報告を行い、承諾を得ること。
（様式1－1)




（様式2－1)

[bookmark: _Toc204703449]（様式2-1）　入札参加表明書

長崎県知事　大石　賢吾　様

令和　　年　　月　　日
［　　　　　　　　　　　　　　］グループは、次の者を構成企業及び余剰地活用企業とし、その代表者を［　　　　　　　　　　　　］として、令和７年８月５日付けで入札説明書等が公表された「西諫早団地建替事業」の入札への参加を表明します。
なお、構成企業及び余剰地活用企業は、他グループの構成企業、余剰地活用企業として「西諫早団地建替事業」の入札に参加しないことを誓約します。


商号又は名称
代表者職氏名                                   

参加者企業表
	代表企業
	
商号又は名称
代表者職氏名					
担当者氏　名
所　属
所在地
電　話			FAX
E-Mail
グループにおける役割：

	構成員
	
商号又は名称
代表者職氏名					
担当者氏　名
所　属
所在地
電　話			FAX
E-Mail
グループにおける役割：

	構成員以外の構成企業
	
商号又は名称
代表者職氏名					
担当者氏　名
所　属
所在地
電　話			FAX
E-Mail
グループにおける役割：

	余剰地活用企業
	
商号又は名称
代表者職氏名					
担当者氏　名
所　属
所在地
電　話			FAX
E-Mail
グループにおける役割：


[bookmark: _Hlk204618486]※　記入欄が不足する場合は、裏面に適宜追加してください。複数枚に及ぶ場合は、割印をすること。
※　落札後ＳＰＣの設立を予定する場合は、構成員と構成以外の構成企業を区分して記載すること。
（様式2－1)
※　グループにおける役割には、入札説明書「３（４）ア（ア）参加者の構成　a」に示す担当業務に応じた企業の別を記載すること。
[bookmark: _Toc204703450]（様式2-2）　委任状

令和　　年　　月　　日

委　任　状

長崎県知事　大石　賢吾　様

グループ名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

委任者（構成企業）

所在地
　
商号又は名称

代表者職氏名					㊞


下記の企業をグループの代表企業とし、「西諫早団地建替事業」に関し、次の権限を委任します。

	
受任者
（代表企業）
	


商号又は名称

代表者職氏名					　　　　　　　


	
委任事項
	
１．下記事業に関する参加表明書等の提出について
２．下記事業に関する入札保証金免除に関する誓約書の提出について
３．下記事業に関する入札辞退届の提出について
４．下記事業に関する要求水準に関する誓約書の提出について
５．下記事業に関する提案書の提出について
６．下記事業に関する入札書の提出について


	
事業名
	
西諫早団地建替事業



※　構成企業ごとに作成すること。
（様式2－2)

（様式2－4)
[bookmark: _Toc204703451]
（様式2-3）　入札参加資格審査申請書

長崎県知事　大石　賢吾　様

令和　　年　　月　　日

グループ名

商号又は名称
代表者職氏名				　　	
担当者氏名
担当者連絡先（TEL）
（FAX）
（E-mail）

令和７年８月５日付けで入札説明書等が公表された「西諫早団地建替事業」の入札への参加資格について、関係書類を添えて審査を申請します。
　なお、入札説明書「３（４）参加者の備えるべき参加資格要件」に規定されている参加資格要件を満たしていること及び添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。
　また、落札者決定までの間において、届出内容に変更が生じた場合には、遅滞なくその旨を届け出ることを誓約します。

【添付書類】（原本での提出を求めているもの以外は写しで可とする。）
＜共通＞
	①
	会社概要（パンフレット、定款、登記簿謄本※又は現在事項全部証明書、主要業務実績リスト）
　 ※登記簿謄本は写し可。ただし申請日前3ヶ月に発行されたものに限る。

	②
	構成企業及び余剰地活用企業の決算書（直近3期分の貸借対照表、損益計算書、個別注記表）
※連結決算を行っている場合は、直近1期分の決算書も提出のこと

	③
	最近1年間において国税、都道府県税及び市町村税を滞納していないことを証明する資料（入札説明書公表日以降に交付された原本）


※ 「法人税及び消費税及地方消費税納税証明書」を提出する場合、９号書式その３の３を提出すること。
※ 「法人事業税納税証明書」を提出する場合、本店所在地におけるものを提出すること。

＜設計企業＞
※複数の企業が分担して行う場合は、設計業務を統括する設計企業は④～⑧を提出し、その他の企業は④及び⑤を提出すること。
	④
	建築士法（昭和25年法律第202号）第23条の規定に基づく、一級建築士事務所の登録を行っていることを証明する資料

	⑤
	長崎県入札参加資格者名簿において「建築士事務所登録　一級」の登録がされていることを証明する資料

	⑥
	平成22（2010）年４月１日から令和７（2025）年３月31日までに完了した、次の要件をすべて満たす共同住宅（ワンルームマンションを除く。以下同じ。）の新築工事に伴う実施設計を元請け（共同企業体によるものである場合は、代表構成員に限る。）として履行した実績を有することを証明する資料
１）鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造
２）６階建て以上

	⑦
	平成22（2010）年４月１日から令和７（2025）年３月31日までに完了した、次の要件をすべて満たす公共施設の新築工事に伴う実施設計を元請け（共同企業体によるものである場合は、代表構成員に限る。）として履行した実績を有することを証明する資料
１）鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造
２）延床面積3,400㎡以上

	⑧
	設計企業と参加資格審査受付日から起算して過去３か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係があり、次のすべての要件を満たす管理技術者（設計業務の技術上の管理等を行う者をいう。）の配置を称する資料（ただし、工事監理業務の管理技術者と兼務することはできない）
１）一級建築士の資格を有する者
２）上記⑥又は⑦を満たす実施設計の管理技術者の実績を有していること



＜建設企業（建築主体工事）＞
※３者以上で構成し、業務を統括する建設企業は⑨～⑭を提出し、その他の企業は⑨～⑪及び2)の要件を除く⑭を提出すること。
	⑨
	審査基準日が参加資格確認基準日に直近の経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書における建築一式工事の総合評定値が各々1,200点以上、900点以上、800点以上であることを証明する資料

	⑩
	建設業法第３条第１項の規定による特定建設業の建築一式工事につき、許可を受けていることを証明する資料

	⑪
	長崎県入札参加資格者名簿において、「建築工事業」に登録されていることを証明する資料

	⑫
	平成22（2010）年４月１日から令和７（2025）年３月31日までに完了した、次の要件をすべて満たす共同住宅（ワンルームマンションを除く。以下同じ。）の新築工事を元請け（共同企業体によるものである場合は、代表構成員に限る。）として履行した実績を有することを証明する資料
１）鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造
２）６階建て以上

	⑬
	平成22（2010）年４月１日から令和７（2025）年３月31日までに完了した、次の要件をすべて満たす公共施設の新築工事を元請け（共同企業体によるものである場合は、代表構成員に限る。）として履行した実績を有することを証明する資料
１）鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造
２）延床面積3,400㎡以上

	⑭
	建設企業と資格審査受付日から起算して過去３か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、次の要件をすべて満たす建設業法26条第２項の規定による監理技術者を担当する工事期間中、専任で施工現場に配置できることを証する資料
1）一級建築施工管理技士又は一級建築士の資格を有する者
2）上記⑫又は⑬を満たす工事の監理技術者の実績を有していること
3）建設業法第27条の18第１項の規定による建設工事業に係る監理技術者資格者証を有していること



＜建設企業（電気設備工事）＞
※複数の企業が分担して行う場合は、１者以上は⑮～⑱を提出し、その他の企業は⑯～⑱を提出すること。
	⑮
	審査基準日が参加資格確認基準日に直近の経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書における電気工事の総合評定値が850点以上であることを証明する資料

	⑯
	建設業法第３条第１項の規定による特定建設業の許可を受けていることを証明する資料

	⑰
	長崎県入札参加資格者名簿において、「電気工事業」に登録されていることを証明する資料

	⑱
	建設企業と資格審査受付日から起算して過去３か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、次の要件をすべて満たす建設業法26条第２項の規定による監理技術者を担当する工事期間中、専任で施工現場に配置できることを証する資料
1）一級電気工事施工管理技士の資格を有する者
2）建設業法第27条の18第１項の規定による建設工事業に係る監理技術者資格者証を有していること





＜建設企業（機械設備工事）＞
※複数の企業が分担して行う場合は、１者以上は⑲～㉒を提出し、その他の企業は⑳～㉒を提出すること。
	⑲
	審査基準日が参加資格確認基準日に直近の経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書における管工事の総合評定値が850点以上であることを証明する資料

	⑳
	建設業法第３条第１項の規定による特定建設業の許可を受けていることを証明する資料

	㉑
	長崎県入札参加資格者名簿において、「管工事業」に登録されていることを証明する資料

	㉒
	建設企業と資格審査受付日から起算して過去３か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、次の要件をすべて満たす建設業法26条第２項の規定による監理技術者を担当する工事期間中、専任で施工現場に配置できることを証する資料
1）一級管工事施工管理技士の資格を有する者
2）建設業法第27条の18第１項の規定による建設工事業に係る監理技術者資格者証を有していること



＜解体企業＞
※２者以上で構成し、１者は㉓及び㉕～㉗、㉙を提出し、残る１者は㉔～㉖及び㉘、㉙を提出すること。
	㉓
	審査基準日が参加資格確認基準日に直近の経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書における建設工事の総合評定値が800点以上かつ解体工事の総合評定値が700点以上であることを証明する資料

	㉔
	審査基準日が参加資格確認基準日に直近の経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書における解体工事の総合評定値が700点以上であることを証明する資料

	㉕
	建設業法第３条第１項の規定による特定建設業の許可を受けていることを証明する資料

	㉖
	長崎県入札参加資格者名簿において、「解体工事業」に登録されていることを証明する資料

	㉗
	平成22（2010）年４月１日から令和７（2025）年３月31日までに完了した、次の要件をすべて満たす公共施設の解体工事を元請け（共同企業体によるものである場合は、代表構成員に限る。）として履行した実績を有することを証明する資料
１）鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造
２）５階建て以上
３）延床面積5,000㎡以上

	㉘
	平成22（2010）年４月１日から令和７（2025）年３月31日までに完了した、次の要件をすべて満たす公共施設の解体工事を元請け（共同企業体によるものである場合は、代表構成員に限る。）として履行した実績を有することを証明する資料
１）鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造
２）５階建て以上
３）延床面積2,500㎡以上

	㉙
	解体企業と資格審査受付日から起算して過去３か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、次の要件をすべて満たす建設業法26条第２項の規定による監理技術者を担当する工事期間中、専任で施工現場に配置できることを証する資料
1）一級建築施工管理技士又は一級土木施工管理技士の資格を有する者
2）建設業法第27条の18第１項の規定による建設工事業に係る監理技術者資格者証を有していること



＜工事監理企業＞
※複数の企業が分担して行う場合は、工事監理業務を統括する工事監理企業は㉚～㉞を提出し、その他の企業は㉚及び㉛を提出すること。
	㉚
	建築士法（昭和25年法律第202号）第23条の規定に基づく、一級建築士事務所の登録を行っていることを証明する資料

	㉛
	長崎県入札参加資格者名簿において「建築士事務所登録一級」の登録がされていることを証明する資料

	㉜
	平成22（2010）年４月１日から令和７（2025）年３月31日までに完了した、次の要件をすべて満たす共同住宅（ワンルームマンションを除く。以下同じ。）の新築工事に伴う工事監理を元請け（共同企業体によるものである場合は、代表構成員に限る。）として履行した実績を有することを証明する資料
１）鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造
２）６階建て以上

	㉝
	平成22（2010）年４月１日から令和７（2025）年３月31日までに完了した、次の要件をすべて満たす公共施設の新築工事に伴う工事監理を元請け（共同企業体によるものである場合は、代表構成員に限る。）として履行した実績を有することを証明する資料
１）鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造
２）延床面積3,400㎡以上

	㉞
	設計企業と参加資格審査受付日から起算して過去３か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係があり、次のすべての要件を満たす管理技術者（工事監理業務の技術上の管理等を行う者をいう。）の配置を称する資料（ただし、設計業務の管理技術者と兼務することはできない）
１）一級建築士の資格を有する者
２）上記㉛又は㉜を満たす工事監理業務の管理技術者の実績を有していること



＜維持管理・運営企業＞
※複数の企業が分担して行う場合は、業務を統括する企業は㉟～㊲すべてを提出し、その他の企業は㊱及び㊲を提出すること。
	㉟
	共同住宅で１つの住棟で50 戸以上の維持管理業務の実績を５年以上有することを証明する資料

	㊱
	宅地建物取引業法第３条に規定する免許を有することを証明する資料

	㊲
	賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律第３条に基づく賃貸住宅管理業の登録を受けていることを証明する資料



＜入居者移転支援企業＞
※複数の企業が分担して行う場合は、すべての企業が㊳を提出すること。
	㊳
	宅地建物取引業法の規定による宅地建物取引業の免許を有することを証明する資料



＜余剰地活用企業＞
※複数の企業が分担して行う場合は、すべての企業が㊴及び㊵を提出すること
	㊴
	参加資格審査申請時点までに、提案する民間提案施設と同種事業の運営実績を有していることを証明する資料

	㊵
	余剰地活用業務の実施にあたり、必要となる資格（許可、登録、認定等）及び資格者を有することを証明する資料



＜その他企業＞
※複数の企業が分担して行う場合は、すべての企業が㊶を提出すること。
	㊶
	担当する業務に必要となる資格（許可、登録、認定等）及び資格者を有することを証明する資料












（様式2－3)
[bookmark: _Toc204703452]

（様式2-4）　入札保証金免除に関する誓約書

西諫早団地建替事業における入札保証金免除に関する誓約書


長崎県知事　　大石　賢吾　様

上記入札に参加するにあたり、落札者となった場合は、必ず契約締結することを誓約しますので、入札保証金を免除していただきますようお願いいたします。　　　　　　　　　　　　　　
なお、万一契約を締結しなかった場合には、そのことにより長崎県に与えた損害について、賠償責任を負うことに依存はありません。

令和　　年　　月　　日


グループ名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所在地
（代表企業）商号または名称
代表者職名            　　　　　　　　　　　 ㊞




（様式2－4)


[bookmark: _Toc204703453]（様式2-5）　資本的関係・人的関係調書
令和　　年　　月　　日

資本的関係・人的関係調書
所在地
商号又は名称
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　㊞





当社と資本的関係及び人的関係のある者は、次のとおり相違ありません。



１　資本的関係に関する事項
①　会社法第２条第４号の規定による親会社
	商号又は名称
	

	
	


②　会社法第２条第３号の規定による子会社
	商号又は名称
	

	
	


③　①に記載した親会社の他の子会社（自社を除く）
	商号又は名称
	

	
	


(注) 親会社は、持株会社等も記載の対象となる。

２　人的関係に関する事項
①　役員の兼任の状況
	当社の役員等
	兼任先及び兼任先での役職

	役職
	氏名
	商号又は名称
	役職

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


＊　親会社とは、会社法第２条第４号の規定による親会社をいう。
＊　子会社とは、会社法第２条第３号の規定による子会社をいう。
＊　役員とは、次の者をいう。
	・ 会社の代表権を有する取締役（代表取締役）
・ 取締役（社外取締役を含む。ただし、委員会設置会社の取締役を除く。）
・ 会社更生法第６７条第１項又は民事再生法第６４条第２項の規定により選任された管財人
・ 委員会設置会社における執行役又は代表執行役


　※ 取締役には、非常勤を含む。
※ 監査役、会計参与、執行役員は該当しない。
　　

３　その他(１又は２と同視しうる関係があると認められる場合)
1 　本店、支店等の営業所の所在地が同一場所にあり公募の適正さが阻害されると認められる会社
	商号又は名称
	所在地
	関係

	
	
	

	
	
	


2 　社員が他の会社の事務や営業にかかわっており公募の適正さが阻害されると認められる会社
	商号又は名称
	所在地
	関係

	
	
	

	
	
	


3 　その他公募の適正さが阻害されると認められる会社
	商号又は名称
	所在地
	関係

	
	
	

	
	
	


注）(1)資本的関係及び(2)人的関係については、形式的に判断できる関係であるが、実質的にこれらと同視しうる公募の適正さが阻害される関係がある場合も、同一の公募へ参加することについては、公正な公募が阻害される恐れがあるため、実効ある競争の確保の観点から公募の参加を制限する。したがって、同一公募の参加について提案価格等や提案意思などを相談するなどの関係がある場合は同一公募への参加が制限される。
注）記入欄がたりないときは、適宜記入欄を追加して用いること。なお、別紙となる場合は、左上をステープラーで綴じこみ、別紙にも記名、押印すること。
注）該当のない事項については、その欄に「該当なし」と記載すること。
注）構成企業ごとに作成すること。

（様式2－5)


[bookmark: _Toc204703454]（様式2-6）　設計実績調書
令和　　年　　月　　日
（設計企業）
所在地
商号又は名称
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

設　計　実　績　調　書
【実績①】要件：次の要件を満たす共同住宅（ワンルームマンションを除く。）の新築工事
１）鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造
２）6階建て以上
	施設名称等
	施設名
	

	
	業務名
	

	
	発注者名
	

	
	施設の所在地
	

	
	業務工期
	

	
	施設種類
	

	
	施設構造/階数
	

	
	延べ面積（戸数）
	

	設計業務
内容
	





【実績②】要件：次の要件を満たす公共施設の新築工事
１）鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造　
２）延べ床面積3,400㎡以上
	施設名称等
	施設名
	

	
	業務名
	

	
	発注者名
	

	
	施設の所在地
	

	
	業務工期
	

	
	施設種類
	

	
	施設構造/階数
	

	
	延べ面積（戸数）
	

	設計業務
内容
	


注）複数の者で業務を行う場合は、統括する設計企業が作成すること。
注）実績が共同企業体によるものである場合は、代表構成員として履行した実績とすること。
注）申告実績は、パブディスの登録内容確認書の写しを提出すること。同確認書で同種工事・同種業務の条件を確認できない場合は、申告実績が確認できる契約図書の写しを併せて提出すること。同確認書が提出できない場合には、同確認書に代えて、当該実績に係る発注機関が発行した実績証明書（申告実績について明記されたもの）を提出すること。
（様式2－6）


[bookmark: _Toc334809179][bookmark: _Toc204703455]（様式2-7）　配置予定技術者調書（設計）
令和　　年　　月　　日
（設計企業）
所在地　　　
商号又は名称　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
配置予定技術者調書（設計）
	技術者の区分
	管理技術者

	所属企業名
	

	配置予定技術者
	

	法令による
資格・免許
	

	取得年月日
	

	手持ち業務の有無
	・無　・有　（○で囲むこと。）
（業務名）
（発注者名）
（工期）
（契約金額）

	業
務
経
歴
	項目
	

	
	業務名
	

	
	発注者名
	

	
	施設の所在地
	

	
	工期
	

	
	施設種類
	

	
	施設構造/階数
	

	
	延べ面積（戸数）
	

	
	業務内容
	



	技術者の区分
	建築担当主任技術者

	所属企業名
	

	配置予定技術者
	

	法令による
資格・免許
	

	取得年月日
	

	手持ち業務の有無
	・無　・有　（○で囲むこと。）
（業務名）
（発注者名）
（工期）
（契約金額）　



	技術者の区分
	構造担当主任技術者

	所属企業名
	

	配置予定技術者
	

	法令による
資格・免許
	

	取得年月日
	

	手持ち業務の有無
	・無　・有　（○で囲むこと。）
（業務名）
（発注者名）
（工期）
（契約金額）　



	技術者の区分
	設備担当主任技術者

	所属企業名
	

	配置予定技術者
	

	法令による
資格・免許
	

	取得年月日
	

	手持ち業務の有無
	・無　・有　（○で囲むこと。）
（業務名）
（発注者名）
（工期）
（契約金額）　



	技術者の区分
	照査技術者

	所属企業名
	

	配置予定技術者
	

	法令による
資格・免許
	

	取得年月日
	

	手持ち業務の有無
	・無　・有　（○で囲むこと。）
（業務名）
（発注者名）
（工期）
（契約金額）　


注）管理技術者及び各主任技術者については、一級建築士の資格を証する免許証の写しを添付すること。ただし、設備の主任技術者は建築設備士の資格を証する免許証の写しも可とする。注）管理技術者については、設計企業と参加資格審査受付日から起算して過去3か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係を証する書類を添付すること。
注）管理技術者の実績は、パブディスの登録内容確認書の写しを提出すること。同確認書で同種工事・同種業務の条件を確認できない場合は、申告実績が確認できる契約書の写しを併せて提出すること。同確認書が提出できない場合には、同確認書に代えて、当該実績に係る発注機関が発行した実績証明書（申告実績について明記されたもの）を提出すること。
（様式2－7)


[bookmark: _Toc204703456]（様式2-8）　建設工事実績調書
令和　　年　　月　　日
（建設企業）
所在地　　　
商号又は名称　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

建　設　工　事　実　績　調　書
【実績①】要件：次の要件を満たす共同住宅（ワンルームマンションを除く。）の新築工事
１）鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造
２）6階建て以上
	工


事


名


称


等
	工事名
	

	
	用途
	

	
	施設構造/階数
	

	
	延べ面積（戸数）
	

	
	発注者名
	

	
	工事場所
	

	
	最終請負金額
(消費税を含む。)
	

	
	工期
	

	
	受注形態
	

	
	業者区分
	

	
工 事 内 容
※入札説明書に記載した　     　競争参加資格に定める施工実績を有していることを確認できるよう、具体的な構造、数量等を記載すること。
	







【実績②】要件：次の要件を満たす公共施設の新築工事
１）鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造
２）延床面積3,400㎡以上
	工


事


名


称


等
	工事名
	

	
	用途
	

	
	施設構造/階数
	

	
	延べ面積（戸数）
	

	
	発注者名
	

	
	工事場所
	

	
	最終請負金額
(消費税を含む。)
	

	
	工期
	

	
	受注形態
	

	
	業者区分
	

	
工 事 内 容
※入札説明書に記載した　     　競争参加資格に定める施工実績を有していることを確認できるよう、具体的な構造、数量等を記載すること。
	




注）複数の者で業務を行う場合は、統括する建設企業が作成すること。
注）実績が共同企業体によるものである場合は、代表構成員として履行した実績とすること。
注）申告実績は、コリンズの登録内容確認書の写しを提出すること。同確認書で同種工事・同種業務の条件を確認できない場合は、申告実績が確認できる契約図書の写しを併せて提出すること。同確認書が提出できない場合には、同確認書に代えて、当該実績に係る発注機関が発行した実績証明書（申告実績について明記されたもの）を提出すること。

（様式2－8)


[bookmark: _Toc204703457]（様式2-9）　配置予定技術者調書（建設主体工事）
令和　　年　　月　　日
（建設企業）
所在地　　　
商号又は名称　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
配置予定技術者調書（建設主体工事）
	配置予定技術者
	

	法令による
資格・免許
	監理技術者資格者証　　　　監理技術者講習
一級〇〇施工管理技士

	営業所の専任技術者
	氏名　

	経営業務管理責任者
	氏名

	

手持ち工事の有無
（下請工事も含む。）


	　　　　　（工事名）
　　　　　（発注者名）
・無　・有（工期）
　　　　　（契約金額）
※　技術者で「有」の場合、落札したときは、契約日までに手持ち工事をはずすこと。又は公告に定める条件に合致する者への変更を県に申し出ること。
※ 現場代理人で「有」の場合、落札したときは、契約日までに手持ち工事が完成・引渡しが終了すること。

	工





事





経





歴
	項目
	１

	
	工事名
	

	
	建設工事の種類
	□土木一式工事　　□建築一式工事　　□その他（　　　　　　）

	
	施設種類
	

	
	施設構造/階数
	

	
	延べ面積（戸数）
	

	
	発注者名
	

	
	工事場所
	

	
	最終請負金額
（消費税等を含む。）
	

	
	工期
	

	
	工事内容
	


注）監理技術者又は主任技術者の実績は、コリンズの登録内容確認書の写しを提出すること。同確認書で同種工事・同種業務の条件を確認できない場合は、申告実績が確認できる契約図書の写しを併せて提出すること。同確認書が提出できない場合には、同確認書に代えて、当該実績に係る発注機関が発行した実績証明書（申告実績について明記されたもの）を提出すること。
注）配置予定技術者の資格証等の写し及び雇用関係を証する書類を添付すること。

（様式2－9)

（様式2－10)

[bookmark: _Toc204703458]（様式2-10）　配置予定技術者調書（電気設備工事）
令和　　年　　月　　日
（建設企業）
所在地　　　
商号又は名称　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
配置予定技術者調書（電気設備工事）
	配置予定技術者
	

	法令による
資格・免許
	監理技術者資格者証　　　　監理技術者講習
一級〇〇施工管理技士

	営業所の専任技術者
	氏名　

	経営業務管理責任者
	氏名

	

手持ち工事の有無
（下請工事も含む。）


	　　　　　（工事名）
　　　　　（発注者名）
・無　・有（工期）
　　　　　（契約金額）
※　技術者で「有」の場合、落札したときは、契約日までに手持ち工事をはずすこと。又は公告に定める条件に合致する者への変更を県に申し出ること。
※ 現場代理人で「有」の場合、落札したときは、契約日までに手持ち工事が完成・引渡しが終了すること。






（様式2－11)

[bookmark: _Toc204703459]（様式2-11）　配置予定技術者調書（機械設備工事）
令和　　年　　月　　日
（建設企業）
所在地　　　
商号又は名称　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
配置予定技術者調書（機械設備工事）
	配置予定技術者
	

	法令による
資格・免許
	監理技術者資格者証　　　　監理技術者講習
一級〇〇施工管理技士

	営業所の専任技術者
	氏名　

	経営業務管理責任者
	氏名

	

手持ち工事の有無
（下請工事も含む。）


	　　　　　（工事名）
　　　　　（発注者名）
・無　・有（工期）
　　　　　（契約金額）
※　技術者で「有」の場合、落札したときは、契約日までに手持ち工事をはずすこと。又は公告に定める条件に合致する者への変更を県に申し出ること。
※ 現場代理人で「有」の場合、落札したときは、契約日までに手持ち工事が完成・引渡しが終了すること。






（様式2－12)

[bookmark: _Toc204703460]（様式2-12）　解体工事実績調書
令和　　年　　月　　日
（建設企業）
所在地　　　
商号又は名称　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

解　体　工　事　実　績　調　書
【実績①】要件：次の要件を満たす公共施設の解体工事
１）鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造
２）5階建て以上
３）延床面積5,000㎡以上
	工


事


名


称


等
	工事名
	

	
	用途
	

	
	施設構造/階数
	

	
	延べ面積（戸数）
	

	
	発注者名
	

	
	工事場所
	

	
	最終請負金額
(消費税を含む。)
	

	
	工期
	

	
	受注形態
	

	
	業者区分
	

	
工 事 内 容
※入札説明書に記載した　     　競争参加資格に定める施工実績を有していることを確認できるよう、具体的な構造、数量等を記載すること。
	





【実績②】要件：次の要件を満たす公共施設の解体工事
１）鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造
２）5階建て以上
３）延床面積2,500㎡以上
	工


事


名


称


等
	工事名
	

	
	用途
	

	
	施設構造/階数
	

	
	延べ面積（戸数）
	

	
	発注者名
	

	
	工事場所
	

	
	最終請負金額
(消費税を含む。)
	

	
	工期
	

	
	受注形態
	

	
	業者区分
	

	
工 事 内 容
※入札説明書に記載した　     　競争参加資格に定める施工実績を有していることを確認できるよう、具体的な構造、数量等を記載すること。
	







（様式2－12)


[bookmark: _Toc204703461]（様式2-13）　配置予定技術者調書（解体工事）
令和　　年　　月　　日
（解体企業）
所在地　　　
商号又は名称　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
配置予定技術者調書（解体工事）
	配置予定技術者
	

	法令による
資格・免許
	監理技術者資格者証　　　　監理技術者講習
一級〇〇施工管理技士

	営業所の専任技術者
	氏名　

	経営業務管理責任者
	氏名

	

手持ち工事の有無
（下請工事も含む。）


	　　　　　（工事名）
　　　　　（発注者名）
・無　・有（工期）
　　　　　（契約金額）
※　技術者で「有」の場合、落札したときは、契約日までに手持ち工事をはずすこと。又は公告に定める条件に合致する者への変更を県に申し出ること。
※ 現場代理人で「有」の場合、落札したときは、契約日までに手持ち工事が完成・引渡しが終了すること。





（様式2－13)

（様式2－14）

[bookmark: _Toc204703462]（様式2-14）　工事監理実績調書
令和　　年　　月　　日
（工事監理企業）
所在地　　　
商号又は名称　　　
代　表　者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
工　事　監　理　実　績　調　書
【実績①】要件：次の要件を満たす共同住宅（ワンルームマンションを除く。）の新築工事
１）鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造
２）6階建て以上
	



施設名称等
	施設名
	

	
	業務名
	

	
	発注者名
	

	
	施設の所在地
	

	
	業務工期
	

	
	施設種類
	

	
	施設構造/階数
	

	
	延べ面積（戸数）
	

	業務内容
	





【実績②】要件：次の要件を満たす公共施設の新築工事
１）鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造
２）延床面積3,400㎡以上
	



施設名称等
	施設名
	

	
	業務名
	

	
	発注者名
	

	
	施設の所在地
	

	
	業務工期
	

	
	施設種類
	

	
	施設構造/階数
	

	
	延べ面積（戸数）
	

	業務内容
	


注）複数企業の場合は、企業ごとに作成すること。
注）申告実績は、パブディスの登録内容確認書の写しを提出すること。同確認書で同種工事・同種業務の条件を確認できない場合は、申告実績が確認できる契約図書の写しを併せて提出すること。同確認書が提出できない場合には、同確認書に代えて、当該実績に係る発注機関が発行した実績証明書（申告実績について明記されたもの）を提出すること。


[bookmark: _Toc204703463]（様式2-15）　配置予定技術者調書（工事監理）

令和　　年　　月　　日
（工事監理企業）
所在地
商号又は名称
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　
配置予定技術者調書（工事監理）
	技術者の区分
	工事監理者

	配置予定技術者
	

	法令による
資格・免許
	

	取得年月日
	

	手持ち業務の有無
	・無　・有　（○で囲むこと。）
（業務名）
（発注者名）
（工期）
（契約金額）　

	業





務




経





歴
	項目
	

	
	業務名
	

	
	発注者名
	

	
	施設の所在地
	

	
	工期
	

	
	施設種類
	

	
	施設構造/階数
	

	
	延べ面積（戸数）
	

	
	業務内容
	


注）工事監理者は、雇用関係を証する書類を添付すること。
注）工事監理者の実績は、パブディスの登録内容確認書の写しを提出すること。同確認書で同種工事・同種業務の条件を確認できない場合は、申告実績が確認できる契約図書の写しを併せて提出すること。同確認書が提出できない場合には、同確認書に代えて、当該実績に係る発注機関が発行した実績証明書（申告実績について明記されたもの）を提出すること。


（様式2－15)

[bookmark: _Toc204703464]（様式2-16）　維持管理・運営実績調書


維　持　管　理　・　運　営　実　績　調　書
	



施設名称等
	施設名
	

	
	業務名
	

	
	発注者名
	

	
	施設の所在地
	

	
	業務工期
	

	
	施設種類
	

	
	施設構造/階数
	

	
	延べ面積（戸数）
	

	業務内容
	


注）複数企業の場合は、統括する維持管理・運営企業が作成すること。
注）申告実績が確認できる契約書等の写しを併せて提出すること。同確認書が提出できない場合には、同確認書に代えて、当該実績に係る発注機関が発行した実績証明書（申告実績について明記されたもの）を提出すること。
（様式2－16）


[bookmark: _Toc204703465]（様式2-17）　余剰地活用の運営実績調書

余　剰　地　活　用　の　運　営　実　績　調　書
	



事業名称等
	事業名
	

	
	業務名
	

	
	発注者名
	

	
	事業地の所在地
	

	
	業務工期
	

	
	施設種類
	

	
	施設構造/階数
	

	
	延べ面積（戸数）
	

	業務内容
	


注）複数企業の場合は、企業ごとに作成すること。
注）申告実績が確認できる契約図書の写しを併せて提出すること。同確認書が提出できない場合には、同確認書に代えて、当該実績に係る発注機関が発行した実績証明書（申告実績について明記されたもの）を提出すること。
（様式2－17）


[bookmark: _Toc204703466]（様式2-18）　その他企業の実績調書

そ　の　他　企　業　の　実　績　調　書
	



施設名称等
	施設名
	

	
	業務名
	

	
	発注者名
	

	
	施設の所在地
	

	
	業務工期
	

	
	施設種類
	

	
	施設構造/階数
	

	
	延べ面積（戸数）
	

	業務内容
	


注）複数企業の場合は、企業ごとに作成すること。
注）申告実績が確認できる契約図書の写しを併せて提出すること。同確認書が提出できない場合には、同確認書に代えて、当該実績に係る発注機関が発行した実績証明書（申告実績について明記されたもの）を提出すること。
（様式2－18)


[bookmark: _Toc204703467]（様式2-19）　入札辞退届
令和　年　月　日
入札辞退届

（あて先）
長崎県知事　大石賢吾　様

令和７年８月５日付で入札公告のありました「西諫早団地建替事業」に関する入札参加表明書及び入札参加資格確認申請書を提出し、競争参加資格確認を受けましたが、都合により入札への参加を辞退します。

　　グループ名

　　　　　　　
　　(代表企業)商号または名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（様式2－19）
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[bookmark: _Toc204703468]（様式4-1）　要求水準に関する誓約書

令和　年　　月　　日

要求水準に関する誓約書

（あて先）
長崎県知事　大石賢吾　様

グループ名称

（代表企業）所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


令和７年８月５日付で入札公告のありました「西諫早団地建替事業」の入札参加に対する本提出書類の一式は、入札説明書等に規定された要求水準と同等又はそれ以上の水準であることを誓約いたします。

（様式4-1)


[bookmark: _Toc204703469]提案書表紙








西諫早団地建替事業
（表紙）












正本 or 副本（通し番号）／●





	提案受付番号
	



＊「正本」か「副本（通し番号1～●）／●」の何れかを記載すること。




[bookmark: _Toc204703470]事業計画に関する提案書（中表紙）



[bookmark: _Toc204703471]（様式4-2）　事業実施体制、安定性等に関する提案
	【審査の視点】
・事業実施体制の信頼性、有資格者等の配置の適切性
・代表企業、構成企業それぞれの役割分担、マネジメント体制等の明確性、適切性
・法令順守の取組姿勢の適切性
・モニタリング計画の適切性
・事業提案の実現に向けた関係機関等との協議状況、提案内容の実現の見込み
・事業全体を通じた工程管理の適切性

	


※2ページ以内におさめること。
※【審査の視点】欄及び注記の文章は提案書提出時に削除してもよい。（以下、同じ）

（様式4-2)


[bookmark: _Toc204703472]（様式4-3）　事業収支、リスク管理等に関する提案
	【審査の視点】
・資金調達、事業収支計画の妥当性
・リスク管理体制、リスク分担、保険付保等

	


※1ページ以内におさめること。

（様式4-3)


[bookmark: _Toc204703473]（様式4-4）　地域経済、地域社会貢献への配慮に関する提案
	【審査の視点】
・県内業者の活用
・地域貢献、社会貢献の実績及び今回の取組

	


※1ページ以内におさめること。

（様式4-4)


[bookmark: _Toc204703474]（様式4-5）　全体の調和に関する提案
	【審査の視点】
・余剰地における民間提案施設の規模、高さ、デザインなどが既存公営住宅及び建替住宅と調和するような配慮・工夫

	


※1ページ以内におさめること。
（様式4-5)


[bookmark: _Toc204703475]建替住宅計画に関する提案書（中表紙）




[bookmark: _Toc204703476]（様式4-6）　全体計画、配置計画に関する提案
	【審査の視点】
・事業用地全体及び周辺地域との一体的な配置計画による良好な住環境の形成
・周辺への日照、風害、プライバシー確保、圧迫感等への配慮
・事業用地全体の調和及び周辺環境との調和等を踏まえた意匠・景観への配慮

	


※2ページ以内におさめること。
（様式4-6)


[bookmark: _Toc204703477]（様式4-7）　住棟・住戸計画に関する提案
	【審査の視点】
・分かりやすく合理的で安全性の高い動線計画
・日照、通風、プライバシー確保等に配慮した住棟・住戸計画
・快適な居住空間となるような室内設計の工夫
・コミュニティ形成に配慮した住棟内共用部分（玄関ホール等）、集会所等の配置・活用
・バリアフリー化やユニバーサルデザインへの配慮
・将来的なニーズの変化に対応した間取り等の変更容易性

	


※2ページ以内におさめること。
（様式4-7)


[bookmark: _Toc204703478]（様式4-8）　子育て世代等への対応に関する提案
	【審査の視点】
・子育て世代が暮らしやすい住戸計画の工夫


	


※1ページ以内におさめること。

（様式4-8)


[bookmark: _Toc204703479]（様式4-9）　安全・防犯への配慮に関する提案
	【審査の視点】
・災害時の安全確保への配慮（火災に対する安全性、避難・救助・消防活動の容易性への配慮等）
・歩車分離、住戸内外の事故防止等への配慮
・設備機器における人為的誤操作や経年劣化による事故被害防止等の安全機能への配慮
・防犯性向上への配慮（視認性・照度の確保等）

	


※1ページ以内におさめること。

（様式4-9)


[bookmark: _Toc204703480]（様式4-10）　環境負荷の低減に関する提案
	【審査の視点】
・サスティナブルな社会に資する本事業における具体的な取組（LCCO2の削減、地球温暖化、環境共生、省エネルギーへの配慮、建物の断熱性能向上等）

	


※1ページ以内におさめること。
（様式4-10)

[bookmark: _Toc204703481]改修住宅計画に関する提案書（中表紙）




[bookmark: _Toc204703482]（様式4-11）　住棟・住戸計画に関する提案
	【審査の視点】
・周辺環境を最大限活かし、入居者がその環境を享受できるよう外構計画に配慮
[bookmark: _Hlk190588736]・既存住宅改修の色彩やデザイン等は、改修住宅が周辺地域に与える圧迫感、景観に十分な配慮
・新設道路から各棟へのアクセスを考慮し、敷地内車道、歩道、駐車場、駐輪場、ゴミステーションを整備
・エレベーターの設置、屋内の段差解消による福祉対応、３点給湯化・浴室の改善
・建物アプローチ部分のバリアフリー化やユニバーサルデザインの考え方を導入


	


※2ページ以内におさめること。
（様式4-11)


[bookmark: _Toc204703483]（様式4-12）　子育て世代等への対応
	【審査の視点】
・子育て世代が暮らしやすい住戸計画の工夫


	


※1ページ以内におさめること。
（様式4-12)


[bookmark: _Toc204703484]（様式4-13）　環境負荷の低減に関する提案
	【審査の視点】
・サスティナブルな社会に資する本事業における具体的な取組（LCCO2の削減、地球温暖化、環境共生、省エネルギーへの配慮、建物の断熱性能向上等）


	


※１ページ以内におさめること。

（様式4-13)


[bookmark: _Toc204703485]施工計画に関する提案書（中表紙）

[bookmark: _Toc204703486]（様式4-14）　施工計画、実施体制等に関する提案
	【審査の視点】
・適切な施工計画、工期の遵守や工期短縮に対する配慮
・設計、施工及び工事監理の的確な体制
・品質管理、安全管理に関する具体的な提案
・解体中の周辺地域への騒音・振動、粉塵等の配慮

	


※2ページ以内におさめること。
（様式4-14)


[bookmark: _Toc204703487]（様式4-15）　施工中の安全確保等に関する提案
	【審査の視点】
・解体工事におけるアスベスト除去に関する具体的な提案
・PCB含有に関する調査及び対応方法の提案
・施工中の近隣への十分な安全対策、騒音・振動等環境への配慮
・施工中における既存住宅入居者への配慮

	


※2ページ以内におさめること。
（様式4-15)

[bookmark: _Toc204703488]維持管理・運営計画に関する提案書（中表紙）




[bookmark: _Toc204703489]（様式4-16）　業務実施計画、体制等に関する提案
	【審査の視点】
・円滑な維持管理・運営業務の計画及び適切な人員・体制の構築
・休日夜間等の等、入居者が気軽に相談できる窓口 対応の提案

	


※1ページ以内におさめること。
（様式4-16）


[bookmark: _Toc204703490]（様式4-17）　維持管理・運営内容に関する提案
	【審査の視点】
・既存住宅、建替住宅、改修住宅等を良好に維持し、長期的な修繕コストの抑制に繋がる提案
・入退去にかかる円滑な支援に対する配慮

	


※2ページ以内におさめること。
（様式4-17）


[bookmark: _Toc204703491]（様式4-18）　長期的な維持管理への配慮に関する提案
	【審査の視点】
・予防保全を前提とした建物・設備の更新性、メンテナンス性、耐久性等への配慮
・日常の清掃、保守点検、設備機器の取扱い等の容易性への配慮
・修繕等施設管理コスト縮減への配慮

	


※1ページ以内におさめること。

（様式4-18）

[bookmark: _Toc204703492]入居者移転支援計画に関する提案書（中表紙）




[bookmark: _Toc204703493]（様式4-19）　業務実施計画、体制等に関する提案
	【審査の視点】
・円滑な入居者移転支援業務の計画及び適切な人員・体制の構築
・休日夜間等の対応等、入居者が気軽に相談できる窓口 対応の提案

	


※1ページ以内におさめること。
（様式4-19）


[bookmark: _Toc204703494]（様式4-20）　入居者移転支援内容に関する提案
	【審査の視点】
・高齢者や障害者等にも配慮した円滑な移転実施計画
・仮移転期間中の安否確認・緊急事態の対応策
・各種書類の記入、回収に関する工夫
・引越手続きが困難な高齢者や障害者等のニーズに応じた引越手続きに関する諸手続きの支援策
・可能な限り入居者の意向に沿うような業務を行うことにより、入居者の移転が円滑に進むよう支援

	


※1ページ以内におさめること。
（様式4-20）

[bookmark: _Toc204703495]余剰地活用計画に関する提案書（中表紙）




[bookmark: _Toc204703496]（様式4-21）　余剰地活用方針に関する提案
	【審査の視点】
・西諫早ニュータウン再生への寄与
・周辺環境や地域ニーズを踏まえたまちづくりへの寄与


	


※1ページ以内におさめること。
（様式4-21）


[bookmark: _Toc204703497]（様式4-22）　業務実施計画、体制等に関する提案
	【審査の視点】
・民間施設の需要見込みの妥当性
・実施スケジュールの適切性と優位性


	


※1ページ以内におさめること。
（様式4-22）


[bookmark: _Toc204703498]（様式4-23）　用途及び配置計画に関する提案
	【審査の視点】
・良好な住宅地である周辺環境に調和した活用計画
・多様な世代や入居者及び周辺住民のニーズに対応した生活利便性、暮らしの質の向上に資するサービスの提供
・複合用途による多機能化の提案


	


※2ページ以内におさめること。
（様式4-23）


[bookmark: _Toc204703499]（様式4-24）　安全・防犯への配慮に関する提案
	【審査の視点】
・災害時の安全確保への配慮（火災に対する安全性、避難・救助・消防活動の容易性への配慮等）
・歩車分離、住戸内外の事故防止等への配慮
・設備機器における人為的誤操作や経年劣化による事故被害防止等の安全機能への配慮
・防犯性向上への配慮（視認性・照度の確保等）
・子育て世帯への配慮


	


※1ページ以内におさめること。
（様式4-24）



（様式4-25）


[bookmark: _Toc204703500]（様式4-25）　環境負荷の軽減に関する提案
	【審査の視点】
・サスティナブルな社会に資する本事業における具体的な取組（LCCO2の削減、地球温暖化、環境共生、省エネルギーへの配慮、建物の断熱性能向上等）


	


※1ページ以内におさめること。
[bookmark: _Toc204703501]自主事業に関する提案書（中表紙）





[bookmark: _Toc204703502]（様式4-26）　自主事業の計画に関する提案
	【審査の視点】
・セキュリティに留意しつつ、入居者や周辺地域の利便性向上やコミュニティ形成に資する自主事業の提案
・持続的なまちづくりに寄与する提案

	


※2ページ以内におさめること。

（様式4-26）




[bookmark: _Toc204703503]図面集（中表紙）

西諫早団地建替事業

図面集
	図面リスト

	様式番号
	図面名称
	縮尺
	備考

	5－1
	西諫早団地全体土地利用・建物配置図
	１：1,500
	余剰地を含む団地全体の土地利用・建物配置の計画内容がわかり、既存住宅、建替住宅、改修住宅、余剰地の民間提案施設の相互関係がわかる表現とすること。
余剰地の区域を明示すること。

	5－2
	建替住宅設計概要書
	―
	建築計画概要のほか、構造計画概要、設備計画概要を記載すること。

	5－3
	建替住宅仕上表、集会所仕上表
	―
	

	5－4
	建替住宅全体配置図
	１：500
	

	5－5
	建替住宅断面図（建替住宅敷地全体）
	１：500
	敷地境界、斜線制限ラインを図示すること。

	5－6
	建替住宅立面図（建替住宅敷地全体）
	１：500
	敷地境界、斜線制限ラインを図示すること。

	5－7
	建替住宅外観透視図（鳥瞰・目線）
	―
	

	5－8
	建替住宅配置図兼1階平面図
・基準階平面図、集会所平面図
	１：300
	集会所の工夫点については、引き出し線で記載すること。

	5－9
	建替住宅断面図、集会所断面図
	１：300
	集会所の工夫点については、引き出し線で記載すること。

	5－10
	建替住宅立面図、集会所立面図
	１：300
	集会所の工夫点については、引き出し線で記載すること。

	5－11
	建替住宅住戸タイプ配置図
	―
	

	5－12
	建替住宅各住戸タイプ平面図
	１：100
	

	5－13
	建替住宅の公営住宅等整備基準適合チェックリスト
	―
	

	5－14
	改修住宅設計概要書、仕様書
	―
	

	5－15
	改修住宅全体配置図
	１：500
	

	5－16
	改修住戸平面図
	１：300
	改修箇所を図示し、改修内容を引き出し線で記載すること。

	5－17
	改修住宅断面図（改修住宅敷地全体）
	１：500
	敷地境界、斜線制限ラインを図示すること。
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